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衆議院予算委員会ニュース 

平成 29.2.24 第 193 回国会第 15号 

 

2 月 24 日（金）、第 15回の委員会が開かれました。 

 

１ 平成 29年度一般会計予算 

  平成 29年度特別会計予算 

  平成 29年度政府関係機関予算 

・安倍内閣の基本姿勢について、安倍内閣総理大臣、麻生財務大臣、松野文部科学大臣、政府参考人及び河戸会計検

査院長に集中審議を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

山 下 貴 司君（自民） 

・文部科学省における再就職等規制違反問題について、

再就職あっせんの仕組みが形成された経緯と原因を松

野文部科学大臣に伺いたい。 

・全省庁における再就職規制違反根絶に向けた安倍内閣

総理大臣の決意を伺いたい。 

・国際組織犯罪防止条約の担保法において、対象犯罪を

長期５年を超える罪、国際性の要件を性質上国際的な

犯罪と定めた場合の同条約の充足性について伺いたい。 

 

國 重   徹君（公明） 

・学校及び保育所でのけがや病気等に対して医療費や見

舞金を支払う「災害共済給付制度」について、その対

象施設に企業主導型の保育所、認可保育所に移行予定

の保育所及び高等専修学校を加える必要があると考え

るが、松野文部科学大臣の見解を伺いたい。 

・２月 21 日に公表された、文部科学省における再就職

等問題に係る調査報告（中間まとめ）について、安倍

内閣総理大臣はどのように受け止めているか伺いたい。 

・文部科学省における再就職等規制違反問題について、

同問題が発生した背景には長期間人事課に在籍するな

ど文部科学省の人事課の構造的な問題があったと考え

るが、全省庁において風通しのよい人事施策に向けた

安倍内閣総理大臣及び松野文部科学大臣の決意を伺い

たい。 

 

福 島 伸 享君（民進） 

・学校法人森友学園の教育方針に関し、安倍内閣総理大

臣が共感している部分とそうでない部分をそれぞれ伺

いたい。 

・森友学園への国有地売却をめぐる手続の過程で、森友

学園側に対して役人の協力があったと考えるが、売買

契約を締結した当時の財務省理財局長在職者を財務省

に伺いたい。 

・森友学園への国有地売却事案において、政治家の口利

きは一切なかったと断言することができるのか、安倍

内閣総理大臣に伺いたい。 

 

玉 木 雄一郎君（民進） 

・文部科学省における再就職等規制違反問題について、

現在実施中の調査をやり直す必要があると考えるが、

松野文部科学大臣の見解を伺いたい。 

・学校法人森友学園への国有地の売却に関して、賃貸契

約から売買契約に移行し、さらに分割支払いとされた

過去の事例の有無について伺いたい。 

・当該元国有地の地下埋設物は大阪航空局の見積りより

も大幅に少なく、また、敷地内にて処分された可能性

がある。政府として確認する必要があるのではないか。 

 

今 井 雅 人君（民進） 

・学校法人森友学園が運営する塚本幼稚園の理事長と安

倍 内閣総理大臣が会ったことはあるか、また、同幼

稚園を訪問したことがあるか伺いたい。 

・認可申請中の学校のための寄付の募集に安倍内閣総理

大臣及び同夫人が利用されている可能性があると考え

るが、安倍内閣総理大臣の所感を伺いたい。また、利

用されているか調査する必要があるのではないか。 

・学校法人森友学園の財務状況を鑑みて、最初から埋設

物の撤去工事をする資金が無いと把握しているにも関

わらず国有地売却したと思料されるが、売却に至った

経緯等について財務省に伺いたい。 

 

宮 本 岳 志君（共産） 

・学校法人森友学園への国有地売却事案に関し、国土交
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通省による見積りの対象となった１万 9,500 トン全て

の埋設物を撤去しなければ学校を建設することはでき

ないのか、松野文部科学大臣の見解を伺いたい。 

・売買契約締結前の平成 27 年９月４日に、森友学園側

と近畿財務局及び大阪航空局による会合が開かれ、そ

の場で価格交渉が行われたのではないか、財務省に伺

いたい。 

・森友学園への国有地売却をめぐる財務省と関係者との

面会記録を全て調査し、委員会に提出すべきと考える

が、麻生財務大臣の認識を伺いたい。 

 

遠 藤   敬君（維新） 

・日露首脳会談におけるエピソードを安倍内閣総理大臣

に伺いたい。 

・生活保護制度に関する安倍内閣総理大臣の認識を伺い

たい。 

・生活保護制度と国民年金制度の現金給付金額の差にも

とづく不公平感を解消するための政府の取組について、

安倍内閣総理大臣に伺いたい。 

 

 

 


